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はじめに

学校法人大乗淑徳学園 

理事長 長谷川 匡俊

平成 26（2014）年度の本学園は、明治 25（1892）年の淑徳女学校（現在の淑徳高等学校）の創

立から数えると 122 年を迎えた年でした。近代日本の女性教育の第一人者であった校祖・輪島聞声

先生と学園を継承・発展させた大乗淑徳学園の学祖・長谷川良信先生を創立者とし、大乗仏教精神

に基づく「利他共生」「感恩奉仕」を建学の精神と掲げ、「ともに慈しみ、ともに活かしあう」心、

つまり人にやさしく、社会にやさしく、地球にやさしい心を、教育を通して育成することに力を注

いでいます。

本学園は、東京・埼玉・千葉の一都二県にまたがり、五つのエリアに幼稚園から大学・大学院ま

でを擁する総合学園として、活発な教育・研究・社会貢献活動を展開しています。

幼稚園、小学校の初等教育では、のびのびとした環境のなかで、建学の理念である「共生の心」

を育み、思いやりとやさしさにあふれた人間に育てることを第一の目標としています。

また、国際教育、情報教育を積極的に導入している点も大きな特徴です。幼稚園では、仏教保育

を核としながら、体育ローテーションや音楽をはじめ遊びのなかで英語やパソコン、漢字などに親

しむ機会を設け、小学校では国際感覚を養うために、6 年間をとおして英語の授業を取り入れてい

るほか、アフタースクールも多彩なプログラムを展開しています。

海外にある姉妹校との交流も活発で、この交流をとおして、異なる国や民族の人たちと交友関係

を深めたり、広い視野や豊かな思考力を育てます。

中学校、高等学校は、人間形成の過程で最も重要な 6 年間です。そこで、授業だけでなく学校生

活のすべてを通じて、豊かな人間性を養う仏教情操教育に力を注いでいます。さらに、生徒一人ひ

とりの才能、個性、可能性を最大限に引き出しながら、自己の確立を目指す「個性化教育」を重視

しています。

この時期は、将来の夢や希望がより明確になるときでもあることから、一人ひとりの進路を考慮

すると同時に、多様化する大学受験に対応するコース制や類型制教育をおこなっています。また、

英語教育の充実と海外留学制度の採用により、国際社会への対応力を身につけることに努めていま

す。

大学院、大学、短期大学、日本語学校、そして海外の提携校を擁する高等教育機関では、単なる

専門的知識やスキルの集積に偏らないように、実学の基本理念に基づく実修教育を重視し、思考力、

判断力、適応力、行動力など、すべてに優れたバランス感覚を養うことが大きな目的です。

現在の日本は、人口減少、超少子高齢化、そして地方創生が求められる一方、国際化、情報化な

どグローバルな問題に直面しています。そのような状況下にあって、与えられた課題に柔軟に対応

できる人材を養成するために、つねにブラッシュアップしたカリキュラムと教員陣容を整えるよう

努めています。

ところで、淑徳大学は学祖・長谷川良信先生の掲げた together with him（彼と共に）の心を受け

継いで、平成 27（2015）年度に創立 50 周年を迎えます。この創立 50 周年を意味のある通過点と

するため、大学では種々の改革と記念事業を企画し実施しつつあります。
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 淑徳短期大学では、昨今の社会環境の変化、18 歳人口の減少、女子学生の 4 年制大学志向の高ま

りなど短期大学をとりまく環境の変化を踏まえ、平成 26（2014）年 4 月 1 日より校名を「淑徳大

学短期大学部」へと変更いたしました。本年度開設された淑徳大学人文学部と短期大学部とで東京

キャンパスを構成し、両者のさらなる連携強化により教育環境、教育内容、学生支援等の充実を図

ってまいります。

 なお、学園の総合施設計画についてですが、平成 15（2003）年に竣工した淑巣鴨中高の校舎建築

から始まり、すでに 10 年以上の期間を要していますが、平成 27（2015）年に完成する与野地区（幼

稚園および高等学校）の環境整備をもって、ひとまず集大成ということになります。

平成 26（2014）年度は、淑徳与野高等学校がさいたま市中央区上落合の淑徳与野中学校の敷地に

移転し、新校舎が竣工しました。これにより、中高 6 か年一貫教育体制が整いました。引き続

いて、旧校舎の解体と校庭の整備を行なってまいります。淑徳与野幼稚園でも、平成 27（2015）
年の夏に新園舎の落慶を予定しています。

 また、淑徳大学千葉第 2 キャンパスでは、大学院看護学研究科修士課程の設置申請をも視野に入

れ、かつ既設学部の教育環境の充実を目ざし、PC 教室やセミナー室、ラーニングコモンなどの整

備と学生食堂の拡張に着手しました。

私立学校を取り巻く経営環境が一段と厳しくなる中、引き続き経営改革を断行し、学園の更なる

発展を目指して 21 世紀の担い手となる学生・生徒・児童・園児の育成に努めてまいります。以下

に法人の概要と各部門別の報告を掲載いたします。



Ⅰ 法人の概要

1 法人の名称・所在地

法人の名称：学校法人大乗淑徳学園

所在地：東京都板橋区前野町5丁目5番2号

2 設置する学校（平成27年3月31日現在）

大学院 総 合 福 祉 研 究 科 社会福祉学専攻（博士課程前期課程・後期課程）

（千葉市中央区大巌寺町200） 心理学専攻（修士課程）

国 際 経 営 ・ 文 化 研 究 科 国際経営専攻（修士課程）

（埼玉県入間郡三芳町藤久保1150-1） 国際文化専攻（修士課程）

学 部 総 合 福 祉 学 部 社会福祉学科

（千葉市中央区大巌寺町200） 教育福祉学科

実践心理学科

コ ミ ュ ニ テ ィ 政 策 学 部 コミュニティ政策学科

（千葉市中央区大巌寺町200）
国際コミュニケーション学部 人間環境学科

（埼玉県入間郡三芳町藤久保1150-1） 経営コミュニケーション学科

文化コミュニケーション学科

経 営 学 部 経営学科

（埼玉県入間郡三芳町藤久保1150-1） 観光経営学科

教 育 学 部 こども教育学科

（埼玉県入間郡三芳町藤久保1150-1）
看 護 栄 養 学 部 看護学科

（千葉市中央区仁戸名町673） 栄養学科

人　　　　　文　　　　　学　　　　　部 表現学科

（板橋区前野町6-36-4） 歴史学科

国際コミュニケーション学部 人間環境学科（通信教育課程）

（埼玉県入間郡三芳町藤久保1150-1）
こ ど も 学 科

（板橋区前野町6-36-4） 健 康 福 祉 学 科

（豊島区西巣鴨2-22-16）

（板橋区前野町5-14-1）

（さいたま市中央区円阿弥2-11-26）

（豊島区西巣鴨2-22-16） 　学園の附属・関連施設

（板橋区前野町5-14-1） （山梨県南都留郡山中湖村山中字茶屋の段248-1）

（さいたま市中央区上落合5-19-18） （Avenida Paula Ferreira,1133-Piqueri Cx.P.11534CEP. 02915-100 Sao Paulo,Brazil.）

（板橋区前野町5-3-7） （中国江蘇省蘇州市上方山環山路28）

　姉 妹 法 人
（板橋区前野町5-32-8）

（千葉市中央区生実町2407-1）
（さいたま市桜区白鍬681）

（東京都板橋区前野町5-7-10）
（板橋区前野町5-24-8）

淑 徳 幼 稚 園

社会福祉法人淑徳福祉会 特別養護老人ホーム「淑徳共生苑」

淑 徳 与 野 幼 稚 園

社会福祉法人マハヤナ学園
淑 徳 日 本 語 学 校

淑 徳 巣 鴨 中 学 校

淑 徳 中 学 校 山 中 湖 セ ミ ナ ー ハ ウ ス

淑 徳 与 野 中 学 校 ブ ラ ジ ル 研 修 セ ン タ ー

淑 徳 小 学 校 蘇州淑徳語言学校（中国法人）

学

校

法

人

大

乗

淑

徳

学

園

淑 徳 大 学

淑徳大学短期大学部

淑徳巣鴨高等学校

淑 徳 高 等 学 校

淑徳与野高等学校
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３． 学園の沿革（略年譜）

１８９２年 (明治25年） 淑徳中学校／淑徳高等学校

淑徳女学校として創立。

1948年（昭和23年）、淑徳中学校／淑徳高等学校に改称

１９１９年 （大正8年） 淑徳巣鴨中学校／淑徳巣鴨高等学校

社会福祉施設マハヤナ学園として設立

1931年（昭和6年）、巣鴨女子商業学校に改称

1985年（昭和60年）、淑徳巣鴨高等学校に改称

1996年（平成8年）、淑徳巣鴨中学校を併設

１９４４年 (昭和19年） 淑徳幼児教育専門学校

東京高等保育学校として創立

1993年（平成5年）、淑徳文化専門学校に改称

2004年（平成16年）、淑徳幼児教育専門学校に改称

2012年（平成24年）、閉校

１９４６年 （昭和21年） 淑徳大学短期大学部

淑徳女子農芸専門学校として創立

1950年（昭和25年）、淑徳短期大学に改組

2006年（平成18年）、こども学科を設置

2014年（平成26年）、淑徳短期大学から淑徳大学短期大学部に、社会福祉学科を健康福祉学科に改称

１９４６年 （昭和21年） 淑徳与野中学校／淑徳与野高等学校

淑徳高等女学校の与野分校として創立

1948年（昭和23年）、淑徳与野高等学校に改称

2005年（平成17年）、淑徳与野中学校を創立

１９４８年 （昭和23年） 淑徳幼稚園

１９４９年 （昭和24年） 淑徳小学校・淑徳与野幼稚園

１９６５年 （昭和40年） 淑徳大学

千葉市に社会福祉学部を設置し創立

1989年（平成元年）、大学院社会福祉学研究科を設置

1992年（平成4年）、社会学科設置に伴い社会学部に改称

1996年（平成8年）、埼玉県三芳町に国際コミュニケーション学部を設置

1998年（平成10年）、社会学専攻博士後期課程設置に伴い大学院社会学研究科に改称

2000年（平成12年）、国際コミュニケーション学部を基礎に大学院国際経営・文化研究科を設置

2001年（平成13年）、社会学部に心理学科を設置

2003年（平成15年）、国際コミュニケーション学部を改組し人間環境学科・経営コミュニケーション学科を設置、

 大学院社会学研究科心理学専攻修士課程設置

2004年（平成16年）、東京都豊島区に池袋サテライト・キャンパスを設置

2005年（平成17年）、社会学部を総合福祉学部に改称

2006年（平成18年）、心理学科を実践心理学科に、社会学科を人間社会学科に改称

2007年（平成19年）、千葉市に看護学部看護学科を設置

2009年（平成21年）、国際コミュニケーション学部人間環境学科（通信教育課程）を設置

2010年（平成22年）、コミュニティ政策学部コミュニティ政策学科を設置

2011年（平成23年）、総合福祉学部に教育福祉学科を設置

2012年（平成24年）、看護学部栄養学科を設置

2012年（平成24年）、経営学部経営学科・観光経営学科を設置

2012年（平成24年）、看護学部を看護栄養学部に改称

2013年（平成25年）、教育学部こども教育学科を設置

2014年（平成26年）、人文学部表現学科・歴史学科を設置

１９９４年 （平成6年） 淑徳日本語学校

淑徳文化専門学校日本語研修科から独立、開校

2000年(平成12年）、文部科学省から「大学進学準備教育課程」指定
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4.　学生生徒数および役員、教職員数について

平成27年3月31日 現在

役員 評議員

－ 14 27 25

淑 徳 大 学 総 合 福 祉 学 部 大 学 院 47

社 会 福 祉 学 科 932

教 育 福 祉 学 科 654

実 践 心 理 学 科 415

計 2,048 54 40

ｺ ﾐ ｭ ﾆ ﾃ ｨ政策学部 ｺﾐｭﾆﾃｨ政策学科 466

計 466 17 7

看 護 栄 養 学 部 看 護 学 科 424

栄 養 学 科 217

計 641 40 14

国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学部 大 学 院 1

人 間 環 境 学 科 215

経営ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科 101

文化ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科 249

計 566 13 16

経 営 学 部 経 営 学 科 234

観 光 経 営 学 科 162

計 396 19 11

教 育 学 部 こ ど も 教 育 学 科 220

計 220 12 4

人 文 学 部 表 現 学 科 77

歴 史 学 科 47

計 124 14 3

国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学部
（ 通 信 教 育 課 程 ）

人 間 環 境 学 科 72

計 72 3 2

4,533 172 97

健 康 福 祉 学 科 172

こ ど も 学 科 500

672 25 16

1,172 44 6

1,152 45 8

1,129 37 7

551 24 1

271 13 1

357 13 2

638 26 3

88 4 1

270 11 0

146 5 1

10,979 14 27 419 168

役員14名には監事2名を含む

淑 徳 与 野 幼 稚 園

淑 徳 日 本 語 学 校

合　　　計

淑 徳 高 校

淑 徳 中 学 校

淑 徳 巣 鴨 中 学 校

淑 徳 与 野 中 学 校

淑 徳 小 学 校

淑 徳 幼 稚 園

大　学　計

淑 徳 大 学 短 期 大 学 部

短　大　計

淑 徳 巣 鴨 高 校

淑 徳 与 野 高 校

部　　　門
学生・生徒・
児童・園児

役員等
本務教員 本務職員

法 人 本 部

－5－
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Ⅱ 学校別教育事業報告 

1 淑徳大学 

（1）概要 

淑徳大学は、開学以来時代の要請に応える形で様々な改革を行ってきており、昭和 40

年に社会福祉学部社会福祉学科でスタートした大学は、共生と実学の建学理念の下に、

平成 26 年度には 6 学部 12 学科に通信教育部と大学院 2 研究科を擁する体制にまで拡充

してきた。しかしながら、時代の要請と社会ニーズに伴い、現在 1 学部 3 学科、1 研究

科２専攻及び通信教育部において発展的に改組を行い学生募集停止としている。また、

平成 26 年度において、新たに東京キャンパスを開設、表現学科と歴史学科からなる人

文学部を設置し、７学部 14 学科を擁する体制で運営している。 

また、平成 27 年度に向け、学長ガバナンスの確立体制や教育改革に向けて、具体的な

取り組み、規程整備等を行い、準備態勢を強化した。 

（2）教育事業について 

大学の教育現場では、現代社会に対応できる人材育成を確実なものとするため学士課

程教育の質的充実及び教育の質保証が求められるなか、平成 24 年度から淑徳大学を含

めた 4 大学が連携して申請した文部科学省の大学間連携共同教育推進事業が 5 ヵ年計画

で採択されており、継続して教育改革への取り組みをおこなっている。 

また、淑徳大学では昨年度より三つの展開軸（教育の方向、社会との関係、大学の運営）

からなるヴィジョンを掲げ、大学の教育目標、学位授与方針、教育課程の編成・実施方

針、学生の受け入れ方針を明確にし、各キャンパス、学部学科の教育をより実効性のあ

るものとしている。 

また、平成 28 年 4 月開設を目指し、看護栄養学部を基礎とする、大学院看護学研究

科看護学専攻修士課程開設を計画し申請を行った。 

（3） 研究事業について 

全学部において、研究活動は教育力向上に大きく寄与することを期待し、論文執筆や 

研究発表等について、積極的に実施されることを奨励している。 

① 科学研究費等については、新規 7 名の教員が採択された。 

② 淑徳大学学術研究助成として 7 名、叢書助成 1 名が採択された。 

（4） 学生募集について 

各キャンパス（千葉・東京・埼玉）に学生募集の拠点であるアドミッションセンター

を設置し、募集及び入試について一括管理できる体制を構築、定員確保に向け稼動を開

始し、各キャンパスとの連携を図りながら学生募集を行った結果、従来通りの定員を確

保した。 

大学院総合福祉研究科においては、二専攻ともに、厳しい状況となり、今後に課題を

残す結果となった。なお、国際経営・文化研究科においては、募集停止とした。 
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（5）ＦＤ（ファカルティ・ディベロップメント）取組状況 

  各キャンパスの教育向上委員会が主導し、学部学科のＦＤ活動を統括するとともに、

それぞれにおけるＦＤ活動の取組みを委員会間で共有している。26 年度においては教学

改革の主題である「アクティブラーニング（能動的学修）」の加速化を推進し、より実

践につながる活動を展開した。 

 また学修評価の一体系であるルーブリック導入に向けての検討を、高等教育研究開発セ

ンターと連携しながら開始し、ルーブリック試用の評価についても、教員間共有と調整

をはかるためワークショップを継続的に行っている。 

恒常的ＦＤ活動としては年に複数回、研修会を実施したほか、授業公開、参観を実施

した。 

（6）学生支援事業について 

前年度に引き続き以下の学生支援事業を展開している。 

① 長引く不況の中、就学継続への影響が予測される学生のため緊急学費減免奨学金及び

教育ローン利子補給奨学金制度の実施を行った。 

② 東日本大震災で被災した学生及び入学予定者に、前年に引き続き緊急学費減免奨学金

を適用することで経済的側面からの支援を行った。 

③ 多様化する学生に対応するために、学生ポートフォリオを活用するなど教員の学生に

対する指導・アドバイス機能及び学習支援の強化を図った。 

また、学生の就職内定率を向上させるために、就職支援体制の強化・充実に努め、4

学部平均で 96.7％の内定獲得を果たした。 

（7）社会貢献事業について 

昨年度に引き続き、以下の社会貢献活動を実施した。 

①宮城県石巻市雄勝町へは震災直後から関わりを持ち続けている。旧大須保育所を中心

拠点とし、雄勝町における復興イベント支援や小中学生への学習支援等のさまざまな

ボランティア活動を実施したほか、３泊４日のスタディツアーを開始した。 

②千葉キャンパス地域において高齢者や小学生を対象とした集いの場「きずなカフェ」

を開設し、継続的にボランティア活動を実施している。看護栄養学部でも地域交流拠

点「ひだまり」を設け、健康・栄養相談、健康チェックの実施、高齢者に対する傾聴

ボランティアを実施している。 

また、各キャンパスにおいて、厚生労働省主導により認知症サポーター研修を実施教

職員及び学生多数の参加を見た。 
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（8）創立 50 周年記念事業について 

  平成 27 年度に、淑徳大学創立 50 周年における各種事業が進められており、本年度は

その実体制における具体的な活動が開始されている。また、継続的な事業展開もあわせ

推進している。 

① 平成 27 年度の淑徳大学創立 50 周年・学祖 50 回忌記念事業に向けて実行委員会を立

ち上げ、具体的な取り組みを始めた。 

・記念式典・祝賀会及び 50 回忌法要の具体性の確認及び打ち合わせを行った。 

・50 年史刊行・50 年のあゆみ展・モニュメントの造立・記念出版物の刊行・学会の大

会等の誘致・国際学術フォーラムの開催・50 周年募金活動・広報活動等全体として

具体的推進に向け活動を開始した。 

 2 淑徳大学短期大学部 

（1）概要 

  本学は、「大乗仏教精神」に基づく実際的な専門の学芸を教授研究し、教養ある人材を

育成することを目的としている。開学以来、これらの目的を達成するために、改革・発

展を続けながら社会に求められる有為な人材育成に邁進し、今日に至っている。これら

は、本学にとって普遍的な社会的使命であり、果たすべき責任として認識している。ま

た、平成 26 年度からは淑徳短期大学を改組してこども学科と健康福祉学科からなる淑

徳大学短期大学部としたことで、永続的に社会のニーズに対応した人材養成をおこなう

とともに、引き続き社会に求められる教育機関を目指していく。 

（2）教育事業について 

   本学の建学の精神は、「共生の理念」として表現されている。これらを具現化した科目

「共生論」を必修科目として配置し、社会貢献や地域との連携を視野に入れ、ボランテ

ィア活動を課している。他者との交流の中で、共生の理念を社会で生かすことのできる

力を身につけ、建学の精神を理解するうえでも大きな成果を上げている。 

（3）研究事業について 

短期大学部では、研究活動は教育力向上等教育活動にも大きく寄与することを期待し、

論文執筆や研究発表等の研究活動について、積極的に実施されることを奨励している。 

 平成 26 年度の主な研究業績は、次のとおりである。 

 ① 科学研究費助成事業(学術研究助成基金助成費[研究分担者含む])2 名(3 件) 

 ② 淑徳大学短期大学部研究紀要第 54 号執筆者 専任教員 12 名、兼任講師 4 名 

（4）学生募集について 

本学の学生募集体制は、教職員全員が一体となって協力しながら取り組むことを特徴

としている。オープンキャンパスの参加者数は 2,176 名に上り、その内 658 名が本学短

期大学部を志願した。ただ、入学定員 340 名に対し 335 名の入学者となり結果として入

学定員を割り込むこととなった。今後、教育改革を進める中で本学の強みと教育内容等

をしっかりと受験生に伝えて行きたい。 
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（5）ＦＤ（ファカルティ・ディベロップメント）取組状況

教育指導の在り方、教授法など「わかりやすい授業」への取り組みとして、本年度も

ＦＤ研修会を実施し、発表教員が自身の行う授業展開や指導方法について報告を行いそ

れに対し各教員が質疑や意見交換を行う形態としている。授業方法について「わかりや

すい授業」展開を目的に行っているが、教員個々人の教授法の優れている部分等、積極

的に導入を図るべく研修を行った。 

（6）学生支援事業について 

  経済的事情から修学継続が困難な学生に対し、淑徳大学短期大学部給付奨学金や関係

後援団体（同窓会、父母の会）の奨学金を貸与することで経済面での支援を行った。 

また、日常的な生活面や学習面における支援として、専任教員による「オフィス・アワ

ー」を実施した。さらに、教職員による支援活動として個別相談を含め、様々な状況に

対応すべく「ケース連絡会」を開催し、学生個々人への支援体制を形成した。 

就職支援体制としては、就職担当者のみに限らず教員との連携を密に行い、組織的に

支援体制を形成し、同時に様々な講座・ガイダンス等を１年次５月より開始して、様々

な個別相談を中心に可能な限りミスマッチング回避に努めた。この結果、平成 26 年度

末の就職率は、100％を達成することが出来た。今後も更なる就職支援業務の強化・充

実を進める計画としている。  

（7）社会貢献事業について 

地域貢献を主な目的として、ボランティアセンターに「子育ち応援隊 ぷち・ぴち」

を開設。従来のボランティアセンター機能（学生へのボランティア活動紹介業務）に子

育て支援を取り入れ、地域・社会貢献活動を実施している。 

これらの活動実績（平成 26 年度）は以下のとおりである。 

「ベビーマッサージ教室」6 回、「幼児向け遊び教室」6 回「パネルシアターで楽しも

う」3 回、「親子で遊ぼう」1 回、絵本のワークショップ」4 回など 20 回以上の地域子育

て支援活動を実施した。 

また、本年度においても東日本大震災関連ボランティア活動も積極的に行った。「パ

ネルシアターキャラバン」、「仮設住宅における棚作り」や「仮設住宅交流活動」」へ学

生を中心に教職員が参加している。また、文部科学省の新たな試みとして薦める「Japan 

Youth Award（青少年体験活動奨励制度）」に参加した。これらの活動の主体は学生では

あるが、教職員の積極的な参加・活動も同時に行われている。 
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3 淑徳巣鴨中学高等学校  

（1）基本目標 

  学園の永続性確保と社会貢献実現のため、適正な生徒数を確保すると同時に学力レベルの

向上にも務め、質の高い教育活動・生徒指導に努めた。  

（2）教育目標 

① 創立者の建学の精神である「感恩奉仕」を校訓(校是)とし、この校訓が生徒の 

心に浸透するよう、年 5 回の宗教行事、増上寺研修及び日常の教育活動等を通じて、

あらゆるものによって生かされているという真理、お蔭さまの心を受けとめ、素直に

そのことに感謝する心(感恩)、その恩に対して無条件にお返しをし、さらに存在する

もの全てに慈しみとあわれみを抱いて尽してゆく心(奉仕)の醸成に取組んだ。 

② 進学指導・スポーツ・情操教育にも力を注いだ。進学指導については課外講座を数

多く実施し、指導の方法も確立され軌道に乗り始めた。 

③ 勉学にもスポーツにも、そして情操教育にも力を注ぎつつ、国際化が進展する 

中で英語教育の充実にも努めた。 

（3）財政状況（財政基盤安定のための施策） 

 ① 中学校の収容定員 315 名（入学定員 105 名）で、平成 26 年度の入学者は 87 名 

と入学定員及び収容定員ともに未達であった。ただ、奨学金事業の拡充により学力上

位層の割合は増加した。 

② 高校の収容定員 1,125 名（入学定員 375 名）で、平成 26 年度の入学者は 403 

 名と入学定員及び収容定員は目標通り充足した。多様な募集活動に注力化し、志願者

増に結び付けた。 
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4 淑徳中学高等学校  

（1）基本目標 

創立者の「時代の進運に乗り遅れるな」という熱い情熱が、新しい時代において「生

きる力」をいつでも発揮できる人間の育成にあると考え、仏教精神に基づく調和の取れ

た心と、生徒個々の可能性の芽を伸長する学力の向上を二本の目標とした。 

（2）教育目標 

① 仏教情操に基づく心の教育を徹底させるために、学年に応じた試みを行事などに 

加え、心を育成する機会とした。学年ごとに、本校に深く関係のある仏閣（増上寺、

知恩院）に参詣し、法話などの講義を聞き、生きる力の基盤を作る一方、実践的な仏

教を体験し、生きる道標とした。年間４回の仏教行事を通して、創立者輪島聞声先生

の偉業に触れ、仏教に関する見聞を広めた。 

② 生徒の個々の資質を伸ばすためにゼミなどの年次に合わせた学習的試みを展開、週

６日制のカリキュラムのさらなる充実を図った。学習指導に対する会議を学年ごとに

実施し、教員間の指導方法を共有・検討することによって、自主的学習習慣、志望校

現役合格、グローバルな視野を持つ人間の育成に向けて効果的な試みを行った。 

（3）財政状況（財政基盤安定のための施策） 

① 安定した収入を確保するため、中学・高校共に入試説明会を充実させ、入試形態を

再検討するなど生徒募集の充実を図り、入学志願者数と入学者数の増加に努めた。 

② 新校舎が竣工して 2 年目となるが、施設の維持・管理費用を見直すなど、支出の抑

制に努めた。 

（4）特記事項（進学実績） 

生徒の個性や進路に応じたコースを設定し学力向上に全力を注いだ結果、本年度の進

学実績は、国公立５６名（昨年４７名）、早慶上理１３９名（昨年８８名）、ＭＡＲＣＨ 

２３１名（昨年２５６名）、医歯薬医療系８６名（昨年６１名）を輩出した。 
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5 淑徳与野中学高等学校  

（1）基本目標 

大乗淑徳学園の教育理念を基本とし、中学校ならびに高等学校の教育の充実を図るこ

とを目標とし、「心の教育」「国際教育」「進学教育・現役合格」の 3 つの柱を基本目標

として据えている。 

（2）教育目標 

「心の教育」として、大乗仏教主義の精神で実現し、「淑徳（良い徳）」を身につけさせ、

他を思いやる心・謙虚さ・礼儀正しさなどを育てることを目標としている。 

「国際教育」では広く世界に目を向けさせ国際人としての自覚を持たせ、国際感覚の豊

かな生徒を育てることを目標にしている。 

さらに、「進学教育・現役合格」では、自らの適性と社会への貢献を考えさせつつ、将

来の進路を切り拓ける高い学力を獲得させ、最終的には４年制大学への進学希望を現役

で実現させることを目標として、教育の充実を図り推し進めている。 

（3）財政状況（財政基盤安定のための施策） 

中学校では、入学定員 105 名に対して 121 名の入学者となった。高校では入学定員

360 名に対して 392 名の入学者となった。 

高校中学ともに入学定員を確保し、安定した財政基盤の確保ができた。 

（4）特記事項 

高校の校舎移転という大事業を 3 月に終え、中学と同一敷地内での環境となり、名実

ともに中高一貫校としての更なる発展に向けてそれぞれの教育目標を実現すべく取り

組む環境が整った。 

高校でのアメリカ 3 か月留学コースへの参加者は 61 名、イギリス短期語学研修は 40

名、オーストラリア短期語学研修 16 名、中学におけるイギリス短期語学研修は 56 名を

数え、それぞれの研修において英語力の向上や国際感覚を身につけることに成果を挙げ

た。 

淑徳与野中学校から淑徳与野高等学校への内部進学者は卒業生 118 人中 115 人、進学

率は 97.4％だった。また、高等学校の進学実績は、国公立（38 名→53 名）、早慶上智（73

名→145 名）をはじめ合格者を増やし、現役での 4 年制大学への進学率は 96.1%(卒業生

数 365 名、前年比+1.7 ポイント)と飛躍的に向上した。 
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 6 淑徳小学校  

（1）基本目標 

本学の建学の精神である大乗仏教精神、すなわち「共生」の理念に基づく教育実践を

行い、教育力の強化に努めた。さらに財政基盤の安定を図るため、入学定員の確保を目

指した。 

（2）教育目標 

  淑徳小学校では早期から、低学年向けの英語教育、国際交流、高学年からの習熟度別

算数授業などさまざまな教育活動を行っている。 

 大乗仏教の精神に基づく人格の形成と基礎学力を身につけ、個々の能力を高めることに

鋭意力を注いだ。 

（3）財政状況（財政基盤安定のための施策） 

平成 26 年度は、正門建築、グラウンド拡張、1.2 年生プレイルーム、3.4 年生学習指

導室の増設と、教育環境の大幅な整備が行われ、新入学児童・保護者への大きなアプロ

ーチが出来た。 

スタートから 2 年が過ぎた「淑徳アルファ」は、1～5 年生常時約 140 名が登録してお

り、本校募集活動における重要な位置を占めている。 

練馬区児童・保護者への本校周知が進み、練馬高野台駅方面からのスクールバスを利

用する児童が増加した。 

以上のような条件整備及び取り組み成果から、平成 27 年度入試においては入学定員

105 名に対し 112 名の入学があり、無事に入学定員を確保することができた。なお入学

者が 110 名を超えたのは数年ぶりで、順調な募集活動が行われていると思われる。 
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7 淑徳幼稚園  

（1）基本目標 

大乗仏教の精神を教育の理念とし、人格形成の基礎となる幼児期に、知的教育は無論

のこと心の教育にも力を注ぎ、心身ともに健やかな園児の成長をめざした。 

（2）教育目標 

① 知育(日課活動)：知能遊び、英語の言葉遊び、視聴覚保育、音楽教育（発声・楽器）

を保育のなかに取り入れ、脳の発達に合わせた知的活動を行う。 

② 徳育（仏教的情操教育・作法）：日常保育の中で「手を合わせる」ということを通

して、感謝の気持ちを育てる。 

③ 体育（体育ローテーション）：年間を通して体力に合わせた運動カリキュラムを作

成し、体力向上に努める。 

（3）財政状況（財政基盤安定のための施策） 

H26 年度は未就学児ｸﾗｽ在籍児 41 名のうち 3 歳児ｸﾗｽへ内部入園をした園児が 37 名 

で 9 割がそのまま入園をした。外部から 12 人が入園し、3歳児は 49 名で 2 ｸﾗｽとなった。

その結果収容定員 105 名に対して、H26 年度は 89 名だった総園児数が 105 名となり、H27

年度は収容定員が充足した状態でｽﾀｰﾄを切ることができた。未就学児ｸﾗｽは新入園児確

保の施策ということだけでなく、26 年度は年間 1,500 万弱の月謝収入があり、預かり保

育収入(年間約 280 万)と並んで、新体制になってからの学費収入以外の新たな収入源と

して大きな位置を占めた。 

（4）特記事項 

未就学児保育が 26 年度で定着し良い評判を得ることができた。 

卒園児 34 名のうち 20 名が淑徳小学校への内部進学をした。一方、他の有名私立・国立

小学校への進学者も 8 名となった。
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8 淑徳与野幼稚園  

（1）基本目標 

教育基本法、学校教育法および、幼稚園教育要項に従い、大乗仏教の精神に基づいて

きめ細やかな保育を実践し、さらには幼児体育や漢字環境保育の充実を図って幼児一人

ひとりが心身ともに健やかに成長できる保育を目標とした。 

（2）教育目標 

「美しい心・元気な身体」を標語に掲げ、仏さまの教えを通して、幼児一人ひとりが自

分の力で考え、行動し、探求し、判断し、想像力や創造性豊かな個性を発揮できる環境

づくりを進めた。 

（3）財政状況（財政基盤安定のための施策） 

地域のニーズに応えた保育環境づくりを積極的に進めることで、厚い信頼を得ること

ができ、職員一同がソフト・ハード両面の一層の向上を図って、平成 26 年度の安定し

た人員の確保をした。 

（4）特記事項 

2 歳児対象のプレスクールを始めた。予定では週 3 日であったが、希望者が多数であ

ったため週 4 日の開催とした。それにより入園希望者の安定した人数の確保へとつなが

った。 

新園舎建設工事が平成 27 年 3 月に竣工引渡しとなった。引き続いて旧園舎の解体及

び園庭整備を行う予定である。 

緊急災害時に備え、備蓄用品の充実を図った。 
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9 淑徳日本語学校  

（1）基本目標 

日本で有数の外国人留学生のための名門日本語学校とすることを目標とした。 

① 学園の「共生」建学理念の下で、日本文化、風俗習慣教育と国際交流を通じて日本

への理解度が高い、国際感覚豊かな学生を育てた。  

② 日本語教育の充実、日本語能力試験・留学試験の高得点を目指した。 

③ 進学指導の充実に努めた。 

④ 学生の満足度が高く、親も安心できる、日本語教育が強いだけでなく、生活ケアー

にも十分に対応した。 

⑤ 日本語教育、進学指導、留学生の総合ケアーの三つの面で、秀でた学校を目指し  

た。 

（2）教育目標 

① 一年、一年半の課程とし、日本語教育を徹底し、書く、聞く、話す、読むこの四技

能を身につけ、日本能力試験 N1、日本留学試験の高得点を目指した。 

② 全日制の進学校で、年間授業時間 1260 時間、日本語以外に数学･物理･化学・英語･

現代社会などの科目も取り入れ、日本の高卒並みレベルを目標とした。 

③ 徹底した進学指導、日本の国公立、一流私立大学、大学院の進学を中心に、100％

の進学率を維持することに努めた。 

（3）財政状況（財政基盤安定のための施策） 

① 学校運営、教育の質を落とさないことを前提に合理化、節約を強化した。  

② 本校の長所を延ばし、総合力を高め、募集に反映し学生数を確保した。 

（4）学生支援 

① 学生の個性化、多様化に対応できる教職陣づくりに努力した。  

② 学生サービス向上の一環として、インターネットのホームページなどを通じて、 

学生の日本での生活状況、学習の様子を外国にいる父兄に知らせた。  

③ 学生会館での学生の生活指導を徹底し、早い時期に日本の社会に馴染むようにした。 

（5）特記事項 

① 平成 26 年度より、経営系の大学院進学課程を実施し、8 名の学生が履修した。 

② 短期コース（一か月から三カ月）、サマーコースを実施した。 

③ 長期留学できない学生、或いは長期留学に不安がある学生に、短期留学を通じて、 

日本語、日本文化を学ばせ、日本社会への理解を深め、親日派を育てた。 
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Ⅲ 施設設備事業について 

  学園「総合施設計画」に基づき、下記の事業を実施した。 

淑徳大学                                       

Ⅰ.千葉キャンパス 

 ① 学生の教育環境改善を目的とした施設設備等改修工事 

  11 号館空調等改修工事 「27,303 千円」 

  7 号館トイレ改修工事 「10,373 千円」 

  2 号館外壁補修工事  「34,549 千円」 

  生実町グラウンド復旧工事「36,514 千円」 

 ② 学生の教育環境改善を目的とした機器備品取得 

  教育研究用機器備品「43,404 千円」 

  その他の機器備品 「116,582 千円」 

Ⅱ.千葉第２キャンパス 

 ① 既存校舎への増築工事に着手した。増築校舎は平成 27年度に竣工引渡し予定である。 

  看護栄養学部増築工事 「256,257 千円」 

 ② 学生の教育環境改善を目的とした機器備品取得 

  教育研究用機器備品「24,633 千円」 

  その他の機器備品 「3,853 千円」 

Ⅲ.埼玉キャンパス 

① 学生の教育環境改善を目的とした施設補修工事 

  2 号館外壁改修工事 「15,192 千円」 

  1 号館共用部修繕工事「10,211 千円」 

  グラウンド改修工事 「23,662 千円」 

② 学生の教育環境改善を目的とした機器備品取得 

  教育研究用機器備品「49,603 千円」 

  その他の機器備品 「8,722 千円」 
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Ⅳ.東京キャンパス 

① 学生の教育環境改善を目的とした施設等改修工事 

  7 号館トイレ等改修工事「5,962 千円」 

② 学生の教育環境改善を目的とした機器備品取得 

  教育研究用機器備品「8,803 千円」 

  その他の機器備品 「593 千円」 

淑徳大学短期大学部                                    

① 学生の教育環境改善を目的とした外壁補修工事 

  6 号館外壁補修工事「23,735 千円」 

  3 号館屋上防水工事「8,640 千円」 

② 学生の教育環境改善を目的とした機器備品取得 

  教育研究用機器備品「13,569 千円」 

  その他の機器備品 「797 千円」 

淑徳巣鴨中学高等学校                                    

① 学生等の教育環境改善を目的とした施設等改修工事 

  グラウンド人工芝新設工事「11,232 千円」 

  階段室腰板設置工事「3,888 千円」 

② 学生等の教育環境改善を目的とした機器備品取得 

  教育研究用機器備品「35,249 千円」 

  その他の機器備品 「2,010 千円」 

淑徳中学高等学校                                    

① 学生等の教育環境改善を目的とした施設等改修工事 

  校舎内改修工事「41,979 千円」 

② 学生等の教育環境改善を目的とした機器備品取得 

  教育研究用機器備品「6,718 千円」 

  その他の機器備品 「3,358 千円」 
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淑徳与野高等学校                                  

① 新校舎建設工事が、平成 27年 2月に竣工引渡しとなった。 

平成 27 年度に、旧校舎の解体および運動場整備を行う予定である。 

新校舎建設工事一式「3,528,512 千円」 

         校舎全景            礼拝室（利行堂） 

② 学生等の教育環境改善を目的とした機器備品取得 

  教育研究用機器備品「166,266 千円」 

  その他の機器備品 「11,473 千円」 

淑徳与野中学校                                  

① 学生等の教育環境改善を目的とした施設等改修工事 

校舎内改修工事「40,575 千円」 

② 学生等の教育環境改善を目的とした機器備品取得 

  教育研究用機器備品「26,021 千円」 

  その他の機器備品 「3,623 千円」 

淑徳小学校                                    

 ① 教育環境の向上を目的とした施設等改修工事 

  校舎内増築工事  「231,790 千円」 

  グラウンド整備工事「90,318 千円」 

② 学生等の教育環境改善を目的とした機器備品取得 

  教育研究用機器備品「8,056 千円」 

  その他の機器備品 「213 千円」 
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淑徳幼稚園                                    

 ① 学生等の教育環境改善を目的とした機器備品取得 

  教育研究用機器備品「1,800 千円」 

  その他の機器備品 「451 千円」 

淑徳与野幼稚園                                    

 ① 新園舎建設工事が、平成 27 年 3 月に竣工引渡しとなった。 

平成 27 年度に、旧園舎の解体および園庭整備を行う予定である。 

  淑徳与野幼稚園園舎建設工事一式「633,020 千円」 

園舎全景                遊戯室 

② 学生等の教育環境改善を目的とした機器備品取得 

  教育研究用機器備品「17,058 千円」 

  その他の機器備品 「2,453 千円」 

淑徳日本語学校                                   

 ① 学生等の教育環境改善を目的とした機器備品取得 

  教育研究用機器備品「266 千円」 

  その他の機器備品 「184 千円」 



Ⅳ　引当資産及び借入金について

　1　引当資産の積立て及び取り崩し

期首残高 積立額 取崩額 期末残高

5,055,651 0 0 5,055,651

1,891,786 25,429 0 1,917,215

2,100,000 0 2,100,000 0

199,652 28,117 59,127 168,642

0 81,276 0 81,276

14,000 500 0 14,500

1,868,067 0 0 1,868,067

790,000 0 0 790,000

11,919,156 135,322 2,159,127 9,895,351

　2　借入金及び借入金返済支出

（単位　千円）

期首残高 借入額 返済額 期末残高

73,480 0 73,480 0

10,400 1,200 4,000 7,600

83,880 1,200 77,480 7,600

「退職給与引当特定資産」は退職給与引当金が将来に亘る負債であることから、引当資産として固定化
（負債を認識）しておくことが、財務状況の安定を図る上で必要であることから積立てを行っている。
今年度は退職給与引当金に合わせて積立てを行った。「校舎改築引当特定預金」は淑徳与野高校の新校
舎建築により全額取り崩しを行った。「教育環境整備事業引当特定預金」は環境整備のための寄付金を
積み立てているが一部取り崩しを行った。「大学50周年事業引当特定預金」は寄付金を記念事業のため
に積立てを行った。「学生生徒育成・スポーツ文化奨励事業引当特定預金」については、寄付金の積立
を行った。

残　高

②　東京都私学財団

⑨　第3号基本金引当資産

①　日本私立学校振興・共済事業団

私学振興・共済事業団からの借り入れについては、全額繰り上げ返済を行った。
東京都私学財団からの借入れは、入学支度金制度利用によるものである。

（単位　千円）

名　称

①　減価償却引当特定預金

②　退職給与引当特定資産

⑧　校地取得引当特定預金

⑤　教育環境整備事業引当特定預金

⑦　学生生徒育成・ｽﾎﾟｰﾂ文化奨励事業引当特定預金

計

⑥　大学50周年事業引当特定預金

③　校舎改築引当特定預金 

－21－
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Ｖ 財務の概要 

1 資金収支計算書 

（収入の部） 

 学生生徒納付金収入は、授業料収入、入学金収入等が微減となったが、実験実習料収入、

維持費収入が増加したことにより、前年度に比し 4 千 8 百万円増の 103 億 9 千 3 百万円と

なった。 

 手数料収入は、入学検定料収入等が増加したことにより、前年度に比し 3 百万円増の 2

億 5 千 1 百万円となった。 

 寄付金収入は、特別寄付金収入が増加したことにより、前年度に比し 7 千 2 百万円増の

1 億 9 千 3 百万円となった。 

 補助金収入は、前年度に比し 5 千 4 百万円増の 20 億 3 千 3 百万円となった。 

 資産運用収入は、金利の低下傾向にあったが慎重に銘柄を選択した結果、受取利息・配

当金が増加し、前年度に比し 1 千 4 百万円増の１億 7 百万円となった。 

 事業収入は、課外授業収入、体験学習収入（未就学児預り保育）等が増加したことによ

り、全体で 8 千 4 百万円増の 4 億 7 千 3 百万円となった。 

 雑収入は、退職者の増加により退職金団体からの交付金収入が増加したこと等により、

前年度に比し 1 億 3 千 7 百万円増の 3 億 8 千 2 百万円となった。 

 帰属的収入合計①は、前年度に比し 4 億 1 千 2 百万円増の 138 億 3 千万円となった。 

（支出の部） 

人件費支出は、前年度に比べ淑徳大学人文学部の設置による教員人件費の増加と、学園

全体で退職者数が増加したこと等により前年度に比し 1億 6千万円増の 68億 8千 9百万円

となった。 

 教育研究経費支出は、淑徳大学情報システム委託費（25,372 千円）、経年劣化に伴う修

繕費や豪雨により崩落した生実町グラウンド復旧工事（23,110 千円）などが発生した。 

また、中高の一部門で校外学習を事業予算化したことにより交通費等の経費（56,004 千円）

が増加した。（相応額を課外授業収入として計上）これらにより、前年度に比し 1 億 8 千 7

百万円増の 29 億 2 千 8 百万円となった。 

 管理経費支出は、法人本部棟外壁補修工事（13,629 千円）などの修繕費支出の増加、ス

クールバスの運行を委託契約（24,000 千円）に変更したこと等により、前年度に比し 1 億

1 千 8 百万円増の 16 億 7 千 3 百万円となった。 

 借入金等利息支出は、計画的な返済により借入残高が減少し、前年度に比し 1 百万円減

の 2 百万円となった。 

 消費的支出合計②は、前年度に比し 4億 6千 2百万円増の 114 億 9 千 2百万円となった。 

（資産取得） 

 施設関係支出では、淑徳与野高等学校新校舎建設（3,528,511 千円）などを取得し、前

年度に比し 35 億 6 千 3 百万円増の 47 億 4 千 5 百万円となった。 

 設備関係支出は、淑徳大学千葉キャンパスのラーニングコモン備品一式（12,951 千円））、

淑徳与野高等学校新校舎建設に伴う備品一式（177,738 千円）等を取得したことにより、
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前年度に比し 2 億 6 千 4 百万円増の 6 億 6 千 8 百万円となった。 

 借入金返済支出は、繰り上げ返済を行ったことにより、前年度に比し 2 千 4 百万円増の

7 千 7 百万円となった。これにより、私学事業団からの借り入れは完済した。 

 資産の取得計③は、前年度に比し 38 億 5 千 1 百万円増の 54 億 9 千 1 百万円となった。 

（資金調達） 

 資産売却収入は、有価証券の償還によるもので、2 億 9 千万円減の 5 億 1 千万円となっ

た。

 借入金収入は、東京都私学財団の入学支度金制度利用によるもので、淑徳高等学校、淑

徳巣鴨高等学校で計 6 人の申し込みがあり 120 万円となった。 

 資金収入・資金支出調整勘定、基金準備金等支出、前年度繰越金、前受金を精算すると

次年度繰越金は前年度に比し 30 億 3 千 5 百万円減の 115 億 5 千万円となった。 

2 消費収支計算書 

帰属的収入と現物寄付の合計となるＡ帰属収入は、前年度に比し 3 億 9 千 7 百万円増の

138 億 5 千 1 百万円となった。 

 これから、人件費、教育研究経費、管理経費等の一次消費支出の合計①113 億 6 百万円

を差し引いた第一次消費差額Ａ－①は 25 億 4 千 4 百万円となった。 

 一次消費支出（資金的支出）と二次消費支出（非資金的支出）の合計Ｂ消費支出合計①

＋②は 132 億 8 千 8 百万円となり、第二次消費差額Ａ－Ｂは 5 億 6 千 2 百万円という結果

となった。 

 第二次消費差額Ａ－Ｂ 5 億 6 千 2 百万円から淑徳与野高等学校新校舎建設（844,327 千

円）、淑徳与野幼稚園新園舎建設（597,954 千円）などの取得等により 29 億 7 百万円の基

本金組入を行ったため、Ｄ消費収支差額Ａ－Ｂ＋Ｃは△23 億 4 千 5 百万円となった。 

 前年度までの累積赤字であるＥ前年度消費収支差額△7 億 6 千 3 百万円に 6 千 2 百万円

の基本金取り崩しを行ったため、翌年度繰越消費収支差額Ｄ＋Ｅ＋Ｆは△30 億 4 千 6 百万

円（翌年度繰越消費支出超過）となった。 
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学園の比率 (単位：％） 大学法人の比率 (単位：％）

比　率 算　式 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 比　率 22年度 23年度 24年度 25年度

人件費

帰属収入

人件費

学生生徒等納付金

教育研究経費

帰属収入

管理経費

帰属収入

借入金等利息

帰属収入

帰属収入-消費支出

帰属収入

消費支出

消費収入

基本金組入額

帰属収入

減価償却額

消費支出
11.7減価償却費比率 11.5 11.3 11.8

107.8

基本金組入率 13.4 11.6 11.7 12.1

消費収支比率 110.5 109.2 107.9

0.3

帰属収支差額比率 4.4 3.4 4.8 5.2

借入金等利息比率 0.4 0.4 0.3

31.5

管理経費比率 8.8 8.7 9.2 8.8

教育研究経費比率 30.9 30.9 31.2

52.4

人件費依存率 72.0 74.4 71.9 72.4

人件費比率 52.9 54.0 52.8

5.5 15.1 16.4 5.8 5.6

11.4 11.0 12.3 12.8 12.5

10.8 6.0 6.3 3.7 4.1

94.3 110.7 112.1 102.2 101.6

12.5 12.2 12.8 14.0 14.3

0.1 0.1 0.0 0.0 0.0

66.2

26.8 28.3 29.3 30.2 30.9

48.3 51.1 50.4 50.0 49.9

62.4 67.3 66.5 65.1

消費収支比率

基本金組入率

減価償却費比率

人件費比率

人件費依存率

教育研究経費比率

管理経費比率

借入金等利息比率

帰属収支差額比率

48.3

51.1

50.4

50.0
49.9

10.8

6.0 6.3

3.7 4.1
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47.0
47.5
48.0
48.5
49.0
49.5
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50.5
51.0
51.5

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

消費収支関係比率

人件費比率 帰属収支差額比率

109.0
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103.4 103.9

98.0

100.0

102.0
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106.0
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110.0
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億円 学生生徒等納付金の推移
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3 貸借対照表 

 貸借対照表は平成 27 年 3 月 31 日現在の資産、負債、基本金等の状況を前年度末と対比

させて表示している。 

（資産の部） 

資産の部では、「有形固定資産」は淑徳与野高等学校新校舎建設、淑徳与野幼稚園園舎

建設等の取得により、前年度に比し 36 億 7 千 9 百万円増の 631 億 6 千 5 百万円となった。 

「引当資産等」は、淑徳与野高等学校校舎改築引当等の取り崩しにより、21 億 5 百万円

減の 98 億 1 千 4 百万円となった。 

「その他の固定資産」は、有価証券の購入等により、前年度に比し 20 億 3 千 8 百万円

増の 57 億 7 千万円となった。 

「現金・預金」は、前年度に比し 30 億 3 千 5 百万円減の 115 億 5 千万円となった。 

「その他の流動資産」、は有価証券の償還等により 9 千 2 百万円減の 11 億 5 千 3 百万円

となった。 

資産の部合計では、前年度に比し 4 億 8 千 5 百万円増の 914 億 5 千 2 百万円となった。 

（負債の部） 

 負債の部では「長期借入金」「短期借入金」は借入金を計画的に返済し、繰り上げ返済を

行ったことにより長期・短期の合計で前年度に比し 7 千 6 百万円減の 8 百万円となった。 

 「長期未払金」では、7 百万円の減となり 1 千万円となった。 

「退職給与引当金」では 2 千 5 百万円の引当を行ったため、19 億 1 千 7 百万円となった。 

 「前受金」では、授業料・入学金前受金等の減により、前年度に比し 1 千 5 百万円減の

26 億 4 千 6 百万円となった。 

 「その他の流動負債」では、預り金等が減少したことにより、前年度に比し 4 百万円減

の 4 億 2 千 2 百万円となった。 

その結果、負債の部合計は 7 千 7 百万円減の 50 億 3 百万円となった。 

（基本金の部） 

 基本金の部では、資産の取得による 1 号基本金への組入れ額は、2 号基本金からの振替

額を含め 50 億 7 百万円で、取り崩し額が 6 千 2 百万円となった。2 号基本金は、校舎建築

により 21 億円を 1 号基本金へ振替を行い、3 号基本金、4 号基本金への組入れはなかった。

基本金の部合計は 894 億 9 千 5 百万円となった。 

（消費収支差額の部） 

 翌年度繰越消費支出超過額は 30 億 4 千 6 百万円となった。 

（貸借対照表関係比率） 

 貸借対照表における財務比率は以下のとおりである。 
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学園の比率 (単位：％） 大学法人の比率 (単位：％）

比　率 算　式 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 比　率 22年度 23年度 24年度 25年度

流動資産

流動負債

総負債

総資産

総負債

自己資金

基本金

基本金要組入額

固定資産

総資産

流動資産

総資産

固定負債

総資金

流動負債

総資金

7.2

流動負債構成比率 5.5 5.6 5.6 5.4

固定負債構成比率 7.4 7.5 7.2

86.7

流動資産構成比率 13.0 13.0 13.3 13.3

固定資産構成比率 87.0 87.0 86.7

14.4

基本金比率 97.0 97.1 97.1 97.1

負債比率 14.7 15.1 14.7

245.9

総負債比率 12.8 13.1 12.8 12.6

流動比率 236.6 230.3 237.1

2.2 2.1

流動負債構成比率 3.5 3.9 3.7 3.4 3.4

固定負債構成比率 2.7 2.3 2.2

82.6 86.1

流動資産構成比率 24.6 22.1 16.8 17.4 13.9

固定資産構成比率 75.4 77.9 83.2

5.9 5.8

基本金比率 99.4 99.7 102.3 100.5 100.0

負債比率 6.6 6.7 6.3

509.0 413.6

総負債比率 6.2 6.2 5.9 5.6 5.5

流動比率 695.7 566.4 451.5

695.7

566.4

451.5

509.0

413.6

6.2 6.2 5.9 5.6 5.5

0.0
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400.0

450.0
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550.0

600.0

650.0

700.0

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

貸借対照表関係比率

流動比率 総負債比率









【参考資料】

消費収支計算書関係比率

比率名 算　式

人件費

帰属収入

人件費

学生生徒等納付金

教育研究経費

帰属収入

管理経費

帰属収入

借入金等利息

帰属収入

帰属収入-消費支出

帰属収入

消費支出

消費収入

基本金組入額

帰属収入

減価償却額

消費支出

貸借対照表関係比率

比率名 算　式

流動資産

流動負債

総負債

総資産

総負債

自己資金

基本金

基本金要組入額

固定資産

総資産

流動資産

総資産

固定負債

総資金

流動負債

総資金

※　自己資金 ＝ 基本金 ＋ 消費収支差額

※　総資金 ＝ 負債 ＋ 基本金 ＋ 消費収支差額

人件費比率 人件費の帰属収入に対する割合を示す。

人件費依存率 人件費の学生生徒納付金に対する割合を示す。

基本金比率 基本金組入対象資産額である要組入額に対する組入済基本金の割合。

管理経費比率
教育研究経費の帰属収入に対する割合。学校法人の運営のためには、ある程度の経費の支出は
やむを得ないが、低い方が望ましい。

負債比率

教育研究経費比率
教育研究経費の帰属収入に対する割合。教育研究経費は、教育研究活動の維持に必要なため、
消費収支の均衡を失しない限り、高い数値であることが望ましい。

借入金等利息比率 借入金利息の帰属収入に対する割合。資金調達を外部資金に依存することで発生する。

他人資金と自己資金の関係比率

消費収支比率 消費支出の消費収入に対する割合。

総負債比率 固定負債と流動負債を合計した負債総額の総資産に対する割合。

帰属収支差額比率
帰属収入から消費支出を差し引いた帰属収支差額の帰属収入に対する割合。ﾌﾟﾗｽで大きくなる
ほど自己資金は充実されていることとなり、経営に余裕があるといえる。

基本金組入率
帰属収入の中からどれだけ基本金に組み入れたかを示す比率。学校法人の資産の充実のために
はその比率も高いことが望ましいが、その結果消費収支比率が100％を超すこともある。

流動比率 流動負債に対する流動資産の割合。資金の流動性を示す。

減価償却費比率 減価償却費の消費支出に占める割合。

流動資産構成比率
流動資産の総資産に占める構成割合。現金化できる資産が多く資金流動性に富んでいる場合
は、この比率が高い。

固定資産構成比率
固定資産の総資産に占める構成割合。教育研究事業には多額の設備投資が必要になるため、高
くなる傾向がある。

流動負債構成比率 流動負債の総資金に占める構成割合。短期的債務の比重を示す。

固定負債構成比率 固定負債の総資金に占める構成割合。総資金のうちの長期的債務の割合とする。
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学校法人会計とは 

1 学校法人会計と企業会計の違い 

 企業会計では、キャッシュフロー計算書や損益計算書から経営状況を、貸借対照表から

財政状態を知ることにより、さらに収益を高めることを目的としています。 

一方、学校法人は、教育研究活動により社会に有為な人材を育成することを目的とし、

その収入は授業料など学生生徒等の納付金や、国や地方公共団体からの補助金などで構成

されています。その公共性に鑑み、学校法人会計では収支の均衡と財政の状態を的確にと

らえ、永続的な発展に役立てることを目的としています。 

2 学校法人会計の根拠 

 私立学校振興助成法第 14 条第 1 項 抜粋 

   「補助金の交付を受ける学校法人は、文部科学大臣の定める基準(※)に従い、会計処

理を行い、貸借対照表、収支計算書その他の財務計算に関する書類を作成しなければな

らない。」 

「学校法人会計基準」→「文部科学大臣の定める基準」 

※私立学校振興助成法 

昭和 50 年 7 月 11 日  法律第 61 号交付 

昭和 51 年 4 月 1 日   施行 

3 学校法人会計の目的 

 ・収支の均衡と永続性 

  ・補助金の適正な配分と効果 

4 作成しなければならない計算書類 

 ・学校法人会計基準により作成しなければならない計算書類 

① 資金収支計算書及びこれに付属する内訳表 

② 消費収支計算書及びこれに付属する内訳表 

③ 貸借対照表及びこれに付属する明細表 

・私立学校法により作成しなければならない書類 

① 財産目録 

② 事業報告書 
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5 公認会計士又は監査法人による監査 

 私立学校振興助成法第 14 条第 3 項 

 「～(省略)～、第 1 項の書類については、所轄庁の指定する事項に関する 

公認会計士又は監査法人の監査報告書を添付しなければならない」 

6 学校法人会計の計算書類 

資金収支計算書 

1 毎会計年度(4 月 1 日～3 月 31 日)の教育研究活動やこれに付随する活動に対応する、

すべての収入と支出の内容を明らかにする。 

2 当該会計年度における現金預金の動きを表すため資金収支計算を行う。 

消費収支計算書 

1 毎会計年度(4月 1日～3月 31日)の消費収入と消費支出の内容及び均衡の状態を明ら

かにする。

貸借対照表 

1 年度末における学校法人の資産、負債の内容、純資産(資産－負債)の額を明らかにす

る。 

2 基本金に対する純資産の過不足状態を消費収支差額として表す。 
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7 計算書類の主な科目用語等 

 ① 資金収支計算書 

収 入 の 部 支 出 の 部 

科  目 解  説 科  目 解  説 

学生生徒納付金収入 
学則等に記載された納付金等の
収入 

人件費支出 

手数料収入 入学検定料、証明書発行手数料等 教育研究費支出 教育研究のために支出する経費 

寄付金収入 
現金等の寄付金が対象(現物寄付
除く) 管理経費支出 教育研究以外の経費 

補助金収入 
国または地方公共団体からの助
成金等 

借入金等利息支出 借入金等の利息返済分 

資産運用収入 
預金、有価証券等の利息、配当金、
固定資産の賃貸収入等の収入 

借入金等返済支出 借入金等の元金返済分 

資産売却収入 固定資産等の売却に係る収入 施設関係支出 
施設に係る支出(土地･建物･構築
物等) 

事業収入 
学校法人の補助活動事業、付属事
業、受託事業および収益事業等の
収入 

設備関係支出 
機器備品、図書、車両等、設備に
係る支出 

雑収入 
学校法人に帰属する上記の各収
入以外の収入 

資産運用支出 
特定の基金の運用支出、有価証券
等の購入支出 

借入金収入 借入金等による収入 その他の支出 上記の各支出以外の支出 

前受金収入 
翌年度の学生生徒等納付金収入、
その他の前受金収入 

その他の収入 上記の各収入以外の収入 

資金収入調整勘定 
資金の実際の収支を、当該年度の
諸活動に対応する修正取引とし
て用いられる勘定 

資金支出調整勘定 
資金の実際の収支を、当該年度の
諸活動に対応する修正取引とし
て用いられる勘定 

前年度繰越支払資金 前年度からの繰越金 次年度繰越支払資金 
3 月 31 日現在で保有する、引当資
産を除く現預金 

収入の部 合計 支出の部 合計 

 ② 消費収支計算書 

収 入 の 部 支 出 の 部 

科  目 解  説 科  目 解  説 

学生生徒納付金 
学則等に記載された納付金等の
収入 

人件費 退職給与引当金繰入額含む 

手数料 入学検定料、証明書発行手数料等 教育研究費 
教育研究のために支出する経費
(減価償却額含む) 

寄付金 
現金等の寄付金が対象(現物寄付
含む) 

管理経費 
教育研究以外の経費(減価償却額
含む) 

補助金 
国または地方公共団体からの助
成金等 

借入金等利息 借入金等の利息返済分 

資産運用収入 
預金、有価証券等の利息、配当金、
固定資産の賃貸収入等の収入 

資産処分差額 
資産売却の際、代価が帳簿残高を
下回った場合の差額 

資産売却差額 
資産売却の際、代価が帳簿残高を
上回った場合の超過額 

徴収不能額 
当該年度において回収不能がほ
ぼ確実であるもの 

事業収入 
学校法人の補助活動事業、付属事
業、受託事業および収益事業等の
収入 

[予備費] 
予算編成時にて予期しない支出
に対処するために設定 

雑収入 
学校法人に帰属する上記の各収
入以外の収入 

帰属収入 合計 学校法人に帰属する収入 

基本金組入額 
安定した経営や発展を目的とし
て確保しておくべき金額 

消費収入の部 合計 消費支出の部 合計 

当年度消費収入(支出)
超過額 

前年度繰越消費収入(支
出)超過額 

翌年度繰越消費収入(支
出)超過額 
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 ③ 貸借対照表 

資 産 の 部 負 債 の 部 

科  目 解  説 科  目 解  説 

固定資産 固定負債 
支払期限が 1年以内に到来しない
負債 

有形固定資産 有形の固定資産 長期借入金 
支払期限が 1年以内に到来しない
借入金 

土地 土地   ： 

建物 
建物に付属する電気、給排水、探
訪等の設備を含む 

： 

その他の固定資産 
無形の固定資産(権利、有価証券、
引当特定預金(資産)) 

流動資産 
1 年以内に現金化、費用化が可能
な資産 

流動負債 
支払期限が 1年以内に到来する負
債 

現金預金 現金預金  短期借入金 
支払期限が 1年以内に到来する借
入金 

   ：     ： 

資産の部 合計 負債の部 合計 

※ 基 本 金 の 部 

科  目 解  説 

基本金の部合計 

1 号：土地建物等固定資産 
2 号：将来計画資金 
3 号：奨学基金 
4 号：1 ヶ月分の経常経費 

消費収支差額の部

科  目 解  説 

消費収支差額の部 合計 
消費収支計算書から反映され、現
在の資産および負債の合計から
当年度の±を調整する 

負債の部、基本金の部及び消費収支差額の部 合計

科  目 解  説 

合 計 
資産の部の合計＝負債、基本金、
消費収支差額の合計 

※ 基本金とは 

  学校法人会計基準 第 29 条 

「学校法人がその諸活動の計画に基づき必要な資産を継続的に保持するために維持するべきものとし

て、その帰属収入のうちから組み入れた金額を基本金とする。」 

ここでいう「諸活動」とは、教育研究活動を指し、「必要な資産」とは学校の校地や校舎、教育研究用

機器備品など、教育活動を行う上で必要なものを指す。 

つまり、学校での教育活動ができる資産を保持しておく必要があり、それを「基本金」としている。 

例えば、新校舎を建築した場合固定資産が増加するが、あわせて基本金も増加することになる。 


